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１．18年12月期の連結業績（平成18年 1月 1日～平成18年12月31日）
 (1)連結経営成績 百万円未満を切捨てて表示しています。

百万円 % 百万円 % 百万円 %

18 年 12 月期 ( ) ( )  ( )

17 年 12 月期 ( ) ( )  ( )

百万円 %  円 銭 円 銭 % % %

18 年 12 月期 ( )  - -

17 年 12 月期 ( )  - -

（注）①持分法投資損益  △11 百万円 百万円
      ②期中平均株式数（連結）

      ③会計処理方法の変更     無
      ④売上高､営業利益､経常利益､当期純利益におけるパーセント表示は､対前期増減率

 (2)連結財政状態

百万円 百万円 %  円 銭

18 年 12 月期  

17 年 12 月期  

（注）  期末発行済株式数（連結）

 (3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円  百万円  百万円  百万円

18 年 12 月期

17 年 12 月期

 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
      連結子会社数 7 社 持分法適用連結子会社数 - 社 持分法適用関連会社数 2 社

 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
      連結（新規） 1 社 (除外) - 社 持分法（新規） - 社 (除外) - 社

２．19年12月期の連結業績予想（平成19年 1月 1日～平成19年12月31日）

百万円  百万円 百万円

中 間 期

通 期

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）   8円 27銭   
　（注） 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報にもとづき作成したものであり、 
         実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

△ 0.1

キャッシュ・フロー
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総 資 産 純 資 産

18年12月期
18年12月期

キャッシュ・フロー
営業活動による

キャッシュ・フロー
投 資 活 動 に よ る

18年12月期  27,812,147株

32,668

22,67432,024

23,056

140

当 期 純 利 益

△ 744 △1,021

3,981

1,639

△334

△ 576

△ 1,181727

売 上 高 経 常 利 益

560

370

70

1株当たり当期純利益

230

18

現金及び現金同等物
期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る

43,000

24,000

売 上 高

１ 株 当 た り 純 資 産

0.3

1.6

経常利益率

0.4

経常利益率

△15

0570.6 825

2.0

17年12月期
17年12月期

営 業 利 益 経 常 利 益

399

- 

△44.5

144

647

△77.7

△35.7

当期純利益率
当 期 純 利 益

決算短信（連結）

株 式 会 社 ソ ル コ ム

平成１８年１２月期  

東 証 第二部

売 上 高

3.9

1.2

△ 90

 27,945,808株

総 資 産

△ 0

69.9

 28,181,962株

自己資本比率

805

 27,889,785株

1 株 当 た り 自 己 資 本
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（株）ソルコム（1987）　平成18年12月期決算短信

　当社の企業集団は、当社、子会社7社及び関連会社2社で構成されており、主な事業内容と当社グ

ループの位置付けは、次のとおりであります。

光ファイバーケーブル等の屋外工事、ＩＰネットワーク工事及び移動通

信設備工事等の設計・施工・保守を行っております。

また、ＬＡＮ／ＷＡＮや家庭向け光配線（ＦＴＴＨ）等のネットワーク

の構築、システム設計ほかＣＡＴＶ設備等の設計・施工・保守を行って

おります。

地下管路工事などの通信土木工事や電線共同構、下水道等の土木工事の

設計・施工・保守を行っております。

ＯＡ機器の販売・セットアップ、安全器工具の製造・販売、情報通信工

事用資材の販売を行うほか、ＡＳＰ事業、ソフトウェアの開発及び販売

を行っております。

不動産関連事業のほか警備業・運送業・リース業を行っております。

　　　　以上、述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

土木工事

土木・情報通信工事

情報通信工事

リース業・警備業

情報通信工事用資材の販売

リース業・運送業

ASP事業、OA機器の販売

（注） 関連会社２社は、共に持分法適用会社であります。

当
　
　
　
　
　
　
社 そ

の
他
の
事
業

不 動 産 関 連 事 業

子
　
会
　
社

ソフトウェア開発
ＯＡ機器の販売等

建
設
事
業

販
売
事
業

関
連
会
社

情 報 通 信 工 事

土 木 工 事

企 業 集 団 の 状 況

得　　　　意　　　　先

【その他の事業】

【 建 設 事 業 】

【 販 売 事 業 】

情報通信工事

土 木 工 事

友 和 工 業 ㈱

成 建 工 業 ㈱

会　社　名 主な事業内容

アイネット通信㈱

㈱シー・エス・シー中国

中 国 通 信 資 材 ㈱

㈱ 電 通 資 材

㈱ ア イ ザ ッ ク

㈱ ネ オ ・ セ ッ ク情報通信工事

㈱ ハ イ エ レ コ ンソフトウェア開発等
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（株）ソルコム（1987）　平成18年12月期決算短信

　経　　営　　方　　針

１.経営の基本方針

２.利益配分に関する基本方針

３.経営環境と対処すべき課題

施策については、従来から取り組んでいる「過去の事故事例に学ぶ」安全施策をより一層推

４.事業等のリスク

　また、将来を見据えた投資を積極的に行っていくとともに、会社経営の根幹でもある安全

　　  プ

　当社は、「お客さまからの信頼を最優先に、時代の変化に即応し、先進の技術と豊かな創
造力により、地域社会の発展に貢献します」を企業理念とし、情報ネットワークや情報シス
テムの構築等既存の事業運営に加え、ＩＴ事業・ソリューションビジネスの積極的展開など
「地域密着ビジネス」の拡大によりお客さまから信頼され、存在価値のある会社を目指した
事業活動を推進してまいります。

  利益配分につきましては、財務体質の強化と事業領域の拡大等に必要な内部留保に努める
とともに、安定した株主配当を継続して行うことを基本的な方針としております。

　当社の大口ユーザである西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）はお客さま獲得に向け
通信事業者間での熾烈な競争下にあり、発注価格の低廉化やお客さま要望を最優先にした発
注形態へと変化していること、及び官公庁・民間企業発注工事においても公共投資の抑制、
価格の低廉化など当社にとって厳しい受注環境が続くものと想定されます。

　このような状況のなかで、当社として継続的に企業経営の安定化を図るためには、ＮＴＴ
西日本からの安定した受注を確保しつつ、新規事業を含めた受注の拡大が必須不可欠である
ことから、

　(1) 情報セキュリティを含むサービス品質の更なる向上によるＮＴＴ西日本の信頼確保

　(2) 光関連工事施工体制の更なる充実・強化

　(3) 受注拡大に向け、ワンストップ営業ができるＡＭ体制の確立と営業マンのスキルアッ

　(4) 新規事業のメニュー拡大と開発・受注の促進及び地域のニーズを掘り起す地域密着型

に加え、内部統制システムの整備、環境保護及び個人情報漏洩に対する取り組みについて
は、引き続き重要課題のひとつとして、ソルコムグループ一丸となり浸透・定着を図ってま
いります。

　　　ビジネスの更なる取り組み強化

　特定の取引先への依存
　　当社グループの売上高の６割強が西日本電信電話株式会社であり、同社の設備投資の動

進・定着させていく所存であります。

　向により当社グループの売上高、利益への影響を受ける可能性があります。

　当連結会計年度末現在において、当社グループが経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす
可能性のあるリスクと判断するものは、次のとおりであります。
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（株）ソルコム（1987）　平成18年12月期決算短信

１．経営成績

  (当期の概況)

経営成績及び財政状態

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資が増加するなかで、
戦後最長の景気拡大を記録する緩やかな上昇基調で推移しました。
  当社グループの主な事業領域であります情報通信分野では、ニーズの高度化・多様化が
着実に進展し光化・ＩＰ化の流れが一段と加速するなか、通信事業者間で急激に拡大する
ブロードバンドを利用したサービスや本格化した直収電話サービスなどでサービス・価格
両面での熾烈な競争が繰り広げられました。
  また、当社グループの大口ユーザであります西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）
におかれましてはフレッツ光の契約数が２４０万回線突破を目前にするなどブロードバン
ド・ユビキタスネットワーク環境を実現するため“光”関連対応の設備投資を積極的に行
われた他、１２月には次世代ネットワークの構築に向けたフィールドトライアル（実証実
験）を東京・大阪で開始されました。
　しかしながら、当社グループを取り巻く事業環境としましては、急増する光関連工事の
施工体制強化や施工品質確保への要請がますます厳しくなるなど工事原価悪化要因を抱
え、依然として厳しい状況が続きました。
　このような状況のもと、地域から信頼され、ＮＴＴ西日本の信頼を勝ち得るなかで、投
資構造の変化にも耐え得る“足腰の強い会社”とするため、
　　①　事業運営体制の見直し
　　　　・　経営基盤の強化に向け、営業部門と施工部門及びバックヤード部門を一体
　　　　　　とした業務運営により、コスト競争力の改善、売上高・工事原価を考慮した
　　　　　　受注活動を展開
　　②　工事設計・施工体制の見直し
　　　　・　需要が急増している「フレッツ光」工事体制を強化するため、光技術者の増
　　　　　　員・育成、協力会社の施工稼働確保施策を実施した他、設計エリアを見直し
　　　　　　業務の効率化が図れる体制を構築
　　③　現場力の強化
　　　　・　社長直轄の安全推進委員・品質チーフマネージャによる「対話を基本」とし
　　　　　　た「現場覗き込みと指導」を実践
　　④　事業領域の拡大（産学官及び異業種との連携を強化）
　　　　・　環境経営学会会長監修のもと「環境ＣＳＲ（コーポレイト　ソーシャル　レ
　　　　　　スポンシビリティ）経営評価ソフト」の開発とビジネス展開
　　　　・　経済産業省から受託した「新世代情報セキュリティ研究開発事業（匿名認証
　　　　　　技術）」について東京大学と共同研究
　　　　・　ＡＳＰ（アプリケーション　サービス　プロバイダ）事業として「病院機能
　　　　　　評価受審支援サービス」の開発と販売
　　⑤　技術者育成
　　　　・　総合エンジニアリング企業として、国際的に通用する最高位のＩＴ系ネット
　　　　　　ワーク技術者資格「ＣＣＩＥ」等に積極的にチャレンジし取得
など、組織・体制の効率化・スリム化、施工能力の充実・強化及び将来を見据えた取り組
みを積極的に推進してまいりました。
　また、企業として社会的責任を全うするため、「内部統制システムの構築」、「公益通
報者保護規定の制定」、「ＩＳＯ－１４００１の認証拡大」、「継続雇用制度の制定」の
他、経費節減に向けた「更なるコストの削減」施策に全社一丸となって取り組みました。
　このような取り組みの結果、当連結会計年度における受注高は４５６億１２百万円（前
年同期比１１０.７％）、売上高は４２７億５１百万円（前年同期比１０３.９％）となり
ました。
　損益面につきましては、子会社に売掛債権の取立て不能３億３３百万円が発生し、経常
利益は１億４４百万円（前年同期比２２.３％）、当期純損失は１９百万円（前年同期は当
期純利益９２百万円）となりました。
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　【建設事業】
　　①情報通信工事

　　②土 木 工 事

　【販売事業】

　【その他の事業】

  (当期の利益配分)

  (次期の見通し)

（単位：百万円）

  (次期の利益配分に関する見通し)

  次期の連結業績予想は、売上高４３０億円（前年同期比100.6%）、経常利益５億６０百万
円（前年同期比388.6%）、当期純利益２億３０百万円（前年同期は当期純損失１９百万円）
を予想しております。

  利益配分につきましては、経営基盤の更なる強化のための内部留保を充実するとともに、
安定した株主配当を継続して行い、有効活用に努めたいと考えております。

対 前 期 比

105.0%

107.4%

105.1%

80.8%

57.7%

情報通信工事

売　 上　 高

37,800

36,500

　官公庁・民間企業の受注環境が依然厳しいなかでの営業活動となり、受注高は１１億
２２百万円（前年同期比88.5%）、完成工事高は１２億１０百万円（前年同期比82.6%）とな
りました。

事業の種類

　事業の種類別売上高の見通しは、次のとおりであります。

土 木 工 事

建
設
事
業

　配当金につきましては。１株あたり１０円（うち創立６０周年記念配当４円）の配当金と
いたしました。

　次期の見通しにつきましては、引き続き厳しい経営環境が予想されることから、経営資源
を再配分し事業運営の効率化により経営基盤を確立するため、「組織の統廃合」・「広島Ｓ
Ｏセンタの設置」・「営業体制の全社的見直し」を柱とする「抜本的構造改革」の実施、映
像伝送ツールを活用した工事品質の確保、新規事業領域のより一層の拡大促進及び地域密着
ビジネスの積極的な展開に取り組む他、ＮＴＴ西日本の指針に準拠した「工事品質向上ガイ
ドライン」の定着に向けソルコムグループ一丸となって鋭意取り組み、企業業績の一層の向
上を目指す所存であります。

　移動体通信やIP電話の普及・拡大に伴い、ブロードバンドサービス展開の主軸となる光
ファイバー工事やフレッツ光の工事が増加しました。

1,300

小　　計

　各システムの提案型営業を積極的に推進するとともに、ＯＡ機器及びソフトウェアの販売
活動はもとより、ＳＯ班等によるお客さまニーズの掘起し、各種キャンペーンにおける販売
活動をグループ一体となり行った結果、受注高・売上高は５５億７０百万円（前年同期比
105.6%）となりました。

　不動産関連、警備、運送、リース収入は昨年とほぼ同様となり、受注高・売上高は１２億
１４百万円（前年同期比98.4%）となりました。

　事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。

100.6%

販　売　事　業

合　　　計 43,000

4,500

そ の 他 の 事 業 700

　その結果、受注高は３７７億５百万円（前年同期比112.8%）、完成工事高は３４７億
５５百万円（前年同期比104.7%）となりました。
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（株）ソルコム（1987）　平成18年12月期決算短信

２．財政状況

 （キャッシュ・フローの状況）

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　なお、当企業集団のキャッシュ・フローのトレンドは次のとおりです。

時価ベースの自己資本比率（％） ：　株式時価総額／総資産
債務償還年数（年） ：　有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ ：　営業キャッシュ・フロー／利払い
　※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
　※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算
　　 しております。
　※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ
　　 シュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている
　　 負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに
　　 ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

19.0
0.7
85.3

　当連結会計年度において財務活動に使用した資金は５億７６百万円と前年同期と比べ
６億４百万円の減少となりました。これは、主に、短期借入金純減少額が８３百万円（前年
同期５億８４百万円の減少）となったためであります。

第５７期
平成15年12月期

67.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ

自己資本比率（％）

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計
年度末に比べ２３億４１百万円減少し、１６億３９百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり
ます。

　当連結会計年度における営業活動により使用した資金は７億４４百万円（前年同期７億
２７百万円の獲得）となりました。これは、主に、未成工事支出金の増加による支出が
１２億９９百万円増加し、未成工事受入金の減少による収入が１億４４百万円減少したこと
によるものであります。

　当連結会計年度において投資活動で使用した資金は１０億２１百万円と前年同期と比べ
６億８７百万円の増加となりました。これは、投資有価証券の売却による収入が３億６０百
万円増加したものの、投資有価証券の取得による支出が３億６１百万円及び有形固定資産の
売却による収入が５億４２百万円減少したことによるものであります。

69.9

債務償還年数（年）
時価ベースの自己資本比率（％） 24.8

－
1.5
41.3

70.6
30.0
1.1
38.5

37.3
－

第６０期
平成17年12月期 平成18年12月期

第５９期第５８期
平成16年12月期

68.8

－ 6 －



（株）ソルコム（1987）　平成18年12月期決算短信

注記
番号

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

有価証券

商品

未成工事支出金

その他たな卸資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

流動資産合計

Ⅱ　固定資産

有形固定資産

建物・構築物

機械・運搬具・工具器具・備品

土地

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

その他

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

133,976

960,648 △ 39,693

△ 46,065

458,081

△ 238

9,966

104,458

1,000,342

△ 643,79132,024,759

△ 154,229

100.032,668,551

556,147

16,570,539

64,04117.3

441,431

52.3 172,238

△ 328,707△ 482,936

50.7

997,579

100.0

0.4

5,552,768

7,997

△ 34,812

726,620 831,078

4,207,0464,360,187

109,749

△ 153,141

15,342

△ 44,541

143,009

16,742,777

16.85,488,727

144,562 0.4

8,235

5,375

3,783,524

757,437

130,950

412,552 554,379

86,409

6,396,288

10,937,250

6,854,369

△ 13,304

16,098,011

△ 12,326

15,281,98149.3

△ 269,006

711,371

33.5

3,514,518

11,080,260

141,827

978

34.6

△ 816,03047.7

△ 2,141,893

6,440,567

117,119

△ 144,355

△ 199,977

区　　　　　　　分

増　　減　（千円）

141,700 7,723

72,181

1,487,179

1,522,828

319,698

前連結会計年度
 (平成１７年１２月３１日)

連 結 貸 借 対 照 表

 (平成１８年１２月３１日)
当連結会計年度

金　　額　（千円）
 構成比
（％）

 構成比
（％）

5,237,365

金　　額　（千円）

3,664,721

6,584,923

317,097

247,517

3,750,185

－ 7 －
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注記
番号

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

支払手形・工事未払金等

短期借入金

未払法人税等

未払消費税等

未払費用

未成工事受入金

完成工事補償引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

その他

流動負債合計

Ⅱ　固定負債

長期借入金

退職給付引当金

役員等退職給与引当金

その他

固定負債合計

負債合計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

Ⅰ　資本金

Ⅱ　資本剰余金

Ⅲ　利益剰余金

Ⅳ　その他有価証券評価差額金

Ⅴ　自己株式

資本合計

負債・少数株主持分及び資本合計

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

△ 125,404

3,484,370

  　　　           －         －

3,942,110

△ 18,682163,287

24,021

5,960

161,124

501,106

64,243

370,449

3,626,583

181,970

△ 413,859

23,056,767

32,668,551 100.0

18,459,858

1,223,596

  　　　           －

3.7   　　　           －

  　　　           －

        －70.6

        －

        －

  　　　           －

16.9

△ 42,262

  　　　           －        －

80,604

13,306

  　　　           －

3,564,974

        －   　　　           －

△ 1.2   　　　           －

  　　　           －

2,324,732

21,220

12.3

29.2

2,801

7.1

9,337,393

3,984,372 12.2

28.6

増　　減　（千円）

区　　　　　　　分

10,550 10,550

△ 117,874

△ 13,627

当連結会計年度
 (平成１８年１２月３１日)

△ 97,245

3,277,405 349,178

16.4

488,323

150,574

  　　　           －

561,138

5,353,021

463,893

78

金　　額　（千円）

△ 116,612

4.5

  　　　           －

 (平成１７年１２月３１日)

167,160

5,408,589

498,474

129,517

77,870

315,231

金　　額　（千円）

  　　　           －

  　　　           －

37,716

56.5

  　　　           －

        －

6,035

△ 2,631

55,568

  　　　           －

前連結会計年度

9,350,699

 構成比
（％）

6,038

189,827

188,291

12,905

 構成比
（％）

1,462,440   　　　           －

274,389 0.8

－ 8 －
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注記
番号

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

Ⅱ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

Ⅲ　少数株主持分

純資産合計

負債及び純資産合計

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

 (平成１７年１２月３１日)
前連結会計年度

区　　　　　　　分 金　　額　（千円）
 構成比
（％）

金　　額　（千円）

0.9   　　　           －

4.6

当連結会計年度

増　　減　（千円）
 (平成１８年１２月３１日)

 構成比
（％）

280,148

  　　　           －

        －

  　　　           － 18,126,884        －

  　　　           －

2,324,732

  　　　           － 949,340

        －

1,462,440

  　　　           －         － △ 469,487

56.6

7.3

  　　　           －△ 1.5

  　　　           －

  　　　           －

  　　　           －

  　　　           － 21,444,570   　　　           －        － 67.0

  　　　           －2.9        －

  　　　           －         － 22,674,059   　　　           －70.8

  　　　           －         －

  　　　           －         － 32,024,759   　　　           －100.0

－ 9 －
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（ 自 平成17年  1月   1日  （ 自 平成18年  1月   1日
至 平成17年 12月 31日  ） 至 平成18年 12月 31日 ）

注記
番号

Ⅰ　売上高

完成工事高

兼業事業売上高

Ⅱ　売上原価

完成工事原価

兼業事業売上原価

売上総利益

完成工事総利益

兼業事業売上総利益

Ⅲ　販売費及び一般管理費

営業利益

Ⅳ　営業外収益

受取利息

受取配当金

建物・機械等賃貸料

受入報奨金

配送手数料

連結調整勘定償却額

その他

Ⅴ　営業外費用

支払利息

持分法による投資損失

その他

経常利益

Ⅵ　特別利益

前期損益修正益

固定資産売却益

投資有価証券売却益

台風災害保険金

その他

Ⅶ　特別損失

前期損益修正損

販売用不動産評価損

固定資産除却損

固定資産売却損

減損損失

投資有価証券評価損

ゴルフ会員権評価損

その他

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

過年度法人税等戻入額

法人税等調整額

少数株主利益

当期純利益

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

0.8

0.0

22,90974,031

4,866

前連結会計年度 当連結会計年度

37,752,479 39,570,215 92.6 1,817,735

500

増減（千円）

1,585,083

 百分比
（％）

35,966,807

△ 14,806

284,980

144,117 0.3 △ 503,418

273,906 0.7

343,586

△ 51,210

335,317

85,510

335,229 358,139

92,261 0.2

428,831 1.0

1,340

0.8

△ 188,395

0.8

0.2

229,7770.7

△ 85,245

363,704 0.9 26,452

115,276

9,198

11,194

　　　　　　　-

0.2

399,107 1.0

246,790

△ 0.2

334,726 0.8

8,420

△ 90,138

20,908

72,411

256,594

7.4 △ 232,652

80,076 100,469

△ 489,246

△ 28,978

82,301

143,459

1,680

3,015,071 7.3

3,414,179 8.3 1,037,958 3,181,527

2,143,569

7.6

42,751,742 100.0

33,823,238

3,271,666

区　　　　　　　分

32,444,084

 百分比
（％）

金　　額　（千円）金　　額　（千円）

41,166,659 100.0 6,784,9346,508,559

連 結 損 益 計 算 書

5,308,394

80,208

9,711

40,638

91.7 5,746,976

34,658,099

2,214,015

1,200,164

△ 19,419 △ 0.0 △ 111,680

3,5260.0

25,532

2,529

9,499

15,484

2,157

387,901

17,008

6,189

32,502

0.155,202

6,485

　　　　　　　-

9,835

　　　　　　　-

82,128

21,612

27,108

△ 52,671

28,939

1,000

58,000

　　　　　　　-

19,604

60,985

134,030

1,325

77,606

17,423

　　　　　　　-

11,092

55,117 1,755

15,463

647,535 1.6

0.3

39,406

－ 10 －



（株）ソルコム（1987）　平成18年12月期決算短信

  連 結 剰 余 金 計 算 書  

                 期　　　別

科      目

（資本剰余金の部）

1,462,365

74

自己株式処分差益 74

1,462,440

（利益剰余金の部）

18,569,076

92,261

当期純利益 92,261

201,480

株主配当金 170,984

役員賞与金 30,495

18,459,858

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金減少高

資本剰余金期末残高

 至　平成17年12月31日)

利益剰余金期末残高

利益剰余金増加高

 前連結会計年度

資本剰余金期首残高

利益剰余金期首残高

金額（千円）

資本剰余金増加高

(自　平成17年 1月 1日 

－ 11 －
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当連結会計年度（自　平成18年1月1日　至　平成18年12月31日）
（単位:千円）

評価・
換算差額等

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

平成17年12月31日残高 2,324,732 1,462,440 18,459,858 △ 413,859 21,833,171 1,223,596 274,389 23,331,157

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 279,458 △ 279,458 △ 279,458

利益処分による役員賞与金 △ 34,096 △ 34,096 △ 34,096

当期純利益 △ 19,419 △ 19,419 △ 19,419

自己株式の取得 △ 55,628 △ 55,628 △ 55,628

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

△ 274,255 5,759 △ 268,495

連結会計年度中の
変動額合計

－ － △ 332,973 △ 55,628 △ 388,601 △ 274,255 5,759 △ 657,097

平成18年12月31日残高 2,324,732 1,462,440 18,126,884 △ 469,487 21,444,570 949,340 280,148 22,674,059

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株主資本

少数株主
持分

純資産
合計

－ 12 －
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　　　　　　　　　 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

区　　分　　

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 428,831 343,586 △ 85,245
減価償却費 658,786 611,324 △ 47,462
連結調整勘定償却額 △ 39,406 －  39,406
貸倒引当金の増加・減少（△）額 14,218 327,728 313,510
退職給付引当金の増加・減少（△） 125,498 80,604 △ 44,894
役員賞与引当金の増加・減少（△） －  10,550 10,550
受取利息及び受取配当金 △ 70,697 △ 90,721 △ 20,024
支払利息 19,604 9,198 △ 10,406
持分法による投資損失・利益（△） 15,463 11,194 △ 4,268
有形固定資産売却損・益（△） 52,588 △ 9,337 △ 61,925
台風災害保険金 △ 15,484 －  15,484
投資有価証券売却損・益（△） △ 9,499 △ 246,790 △ 237,291
減損損失 －  17,423 17,423
売上債権の減少・増加（△）額 △ 137,699 △ 183,774 △ 46,075
未成工事支出金の減少・増加（△）額 △ 187,187 △ 1,487,179 △ 1,299,991
たな卸資産の減少・増加（△）額 228,493 38,426 △ 190,067
仕入債務の増加・減少（△）額 339,339 349,178 9,838
未成工事受入金の増加・減少（△）額 47,156 △ 97,245 △ 144,402
その他の増加・減少（△）額 △ 197,997 △ 253,029 △ 55,031

小        計 1,272,010 △ 568,862 △ 1,840,873
台風災害保険金の受取額 15,484 －  △ 15,484
利息及び配当金の受取額 70,738 90,454 19,716
利息の支払額 △ 18,885 △ 9,142 9,743
法人税等の支払額 △ 611,516 △ 256,601 354,915

営業活動によるキャッシュ・フロー 727,830 △ 744,151 △ 1,471,982

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 779,468 △ 803,838 △ 24,370
有形固定資産の売却による収入 581,951 38,993 △ 542,958
投資有価証券の取得による支出 △ 100,903 △ 462,021 △ 361,117
投資有価証券の売却による収入 18,880 379,204 360,324
貸付けによる支出 △ 24,315 △ 59,100 △ 34,784
貸付金の回収による収入 45,682 38,818 △ 6,863
その他 △ 76,094 △ 153,507 △ 77,413

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 334,268 △ 1,021,451 △ 687,182

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金増加・減少（△）額 △ 667,000 △ 83,000 584,000
長期借入れによる収入 200,000 50,000 △ 150,000
長期借入金の返済による支出 △ 357,030 △ 210,278 146,752
自己株式の取得による支出 △ 185,472 △ 55,628 129,844
配当金の支払額 △ 170,984 △ 279,458 △ 108,473
少数株主への配当金の支払額 △ 923 △ 1,903 △ 980
その他 329 4,000 3,670

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,181,081 △ 576,267 604,813

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 787,518 △ 2,341,870 △ 1,554,351
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 4,769,337 3,981,818 △ 787,518
Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 3,981,818 1,639,947 △ 2,341,870

注記
番号

前連結会計年度

(自 平成17年 1月 1日 

 至 平成17年12月31日)

金額（千円）

増減（千円）

当連結会計年度

(自 平成18年 1月 1日 

 至 平成18年12月31日)

金額（千円）

－ 13 －
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社     ７社

友和工業㈱、㈱シー・エス・シー中国、成建工業㈱、中国通信資材㈱、アイネット通信㈱、
㈱電通資材、㈱アイザック

（注）㈱アイザックは、当連結会計年度において、新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用会社    関連会社  ２社     ㈱ネオ・セック、㈱ハイエレコン

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

４．会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券    

その他有価証券

ｱ 時価のあるもの

ｲ 時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

ｱ
ｲ 個別法による原価法
ｳ

最終仕入原価法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 定率法。ただし、平成10年4月1日以降取得建物（建物附属設備を除く）に
ついては、定額法によっております。

② 定額法。ただし、市場販売目的のソフトウェアについては見込有効期間
（３年）を耐用年数とした定額法によっております。また、自社利用のソ

 フトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。　

(3) 重要な引当金の計上基準

①

②

③賞 与 引 当 金

④役員賞与引当金

完成工事補償引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度
に負担する額を計上しております。

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に実績繰入率
を乗じた額を計上しております。

移動平均法による原価法
未 成 工 事 支 出 金

　連結子会社の内６社は事業年度末日と連結決算日は一致しております。なお、㈱電通資材の決算日は
３月３１日でありますが、連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日１２月３１日現在で実施した
仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

商 品

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

その他たな卸資産
販売用不動産、不動産事
業 支 出 金 、 仕 掛 品

個別法による原価法

材 料 貯 蔵 品
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⑤退職給付引当金

⑥

(4) 重要なリース取引の処理方法    

  (5) 消費税等の会計処理

　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債は全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

　連結調整勘定の償却は、５年間の均等償却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（会計処理方法の変更）

固定資産の減損に係る会計基準の適用

　当連結会計年度より 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。
　これにより税金等調整前当期純利益が、17,423千円減少しております。
　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除
しております。

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成
17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適
用指針第８号　平成17年12月9日）を適用しております。
　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は22,393,910千円であります。

役員賞与に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適
用しております。
　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は10,550千円減少しております。

（追加情報）

販売用不動産
　当連結会計年度において、建物及び土地の一部について保有目的を変更し、70,913千円を有形固定資
産から流動資産の販売用不動産に振替えております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

役員等退職給与引当金 役員並びに理事の退職給与金の支給に備えて、内規による当連結会計年
度末要支給額を計上しております。

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。

－ 15 －
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（ 注 記 事 項 ）

１．連結貸借対照表に関する事項

(1) 有形固定資産の減価償却累計額         
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

千円 千円

(2) 担保資産及び担保付債務                            

　担保に供している資産 （前連結会計年度） （当連結会計年度）
建　　　物 千円 千円
土　　　地 千円 千円
　計 千円 千円

  担保付債務 （前連結会計年度） （当連結会計年度）
短期借入金 千円 千円
長期借入金 千円 千円

(3) 期末日満期手形                           

　連結会計年度末日が金融機関の休日につき、連結会計年度末日満期手形は手形交換日に入金の
処理をする方法によっております。
　当連結会計年度末日満期手形金額は次のとおりであります。

（前連結会計年度） （当連結会計年度）
受取手形 千円 千円

２．連結損益計算書に関する事項

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（前連結会計年度） （当連結会計年度）
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する事項

当連結会計年度（自　平成18年1月1日　至　平成18年12月31日）
 (1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 株 株
株 株 株

株 株 株
株 株 株

(2)配当に関する事項
ア．配当金支払額
 平成18年3月30日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 千円

② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 10円
④ 基準日 平成17年12月31日
⑤ 効力発生日 平成18年 3 月31日

1,747,771 株

279,458

合　計 1,614,110 133,661 －
－ 1,747,771 株

合　計
自己株式
　普通株式 1,614,110 133,661

29,559,918 － －

当連結会計年度末

－ 29,559,918 株
29,559,918 株

発行済株式
　普通株式 29,559,918 －

前連結会計年度末 増加 減少

331,193

1,110,429

240,384
143,270

123,757

8,555,483 8,498,660

32,708

205,519

1,087,564
1,103,038

2,190,602 2,128,956
1,103,038

1,025,917

120,877

18,036
137,317

－

退 職 給 付 費 用

21,996
29,201117,873

55,320

35,512

39,569

従 業 員 給 料 手 当 1,294,154

租 税 公 課

賞 与 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
減 価 償 却 費

法 定 福 利 費
通 信 交 通 費

役員等退職給与引当金繰入額
役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額

37,255

148,154
4,718

345,204
213,545

10,550

310,431
210,461
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イ．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
 平成19年3月29日の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

① 配当金の総額 千円

② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 10円
④ 基準日 平成18年12月31日
⑤ 効力発生日 平成19年 3 月30日

４．連結キャッシュ・フロ－計算書関係

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次の
とおりであります。

（前連結会計年度） （当連結会計年度）
現金及び預金勘定 千円 千円
有価証券勘定に含まれるマネ－･マネ－ジメント･ファンド 千円 千円
有価証券勘定に含まれる実績配当型合同運用指定金銭信託 千円 千円
現金及び現金同等物 千円 千円

５．リース取引に関する事項

　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

６．有価証券関係

(1)その他有価証券で時価のあるもの
当連結会計年度末

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額
株　式 千円 千円 千円
債　券 千円 千円 千円
その他 千円 千円 千円
 小計 千円 千円 千円

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額
株　式 千円 千円 千円
債　券 千円 千円 千円
その他 千円 千円 千円
 小計 千円 千円 千円
 合計 千円 千円 千円

前連結会計年度末

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額
株　式 千円 千円 千円
債　券 千円 千円 千円
その他 千円 千円 千円
 小計 千円 千円 千円

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額
株　式 千円 千円 千円
債　券 千円 千円 千円
その他 千円 千円 千円
 小計 千円 千円 千円
 合計 千円 千円 千円2,054,392

△ 117,042
－　
－　

△ 117,042

1,704,443

－　

17,119

1,549,871 3,714,936 2,165,064

2,046,797 3,640,720 1,593,923
△ 110,519545,997 435,477

2,013,689

334,921
－　
－　

334,921
4,068,081

451,964
－　
－　

451,964

1,561,725

－　
6,370

2,171,434

－　
11,854

－　
18,224

545,997

1,500,799

－　
－　

1,704,443

△ 110,519
－　
－　

－　
－　

1,500,799 3,205,242

－　 －　
－　 －　

435,477

3,733,160

1,639,9473,981,818

3,664,721 1,522,828

300,000

－　

3,205,242

17,097
100,000

278,121
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(2)連結会計年度中に売却したその他有価証券
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

売却額 千円 千円
売却益の合計額 千円 千円
売却損の合計額 千円 千円

(3)時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他の有価証券 （前連結会計年度） （当連結会計年度）
非上場株式 千円 千円
マネ－・マネ－ジメント・ファンド 千円 千円
実績配当型合同運用指定金銭信託 千円 千円

７．デリバティブ取引関係

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

８．退職給付関係

(1)採用している退職給付制度の概要
当社は、確定給付型の適格退職年金制度を設け、連結子会社は退職一時金制度を設けているほか、
建設業退職金共済組合及び中小企業退職金共済組合に加入しております。
また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

(2)退職給付債務に関する事項
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

退職給付債務 △ 千円 △ 千円
年金資産 千円 千円
未積立退職給付債務 △ 千円 △ 千円
会計基準変更時差異の未処理額 千円 千円
未認識数理計算上の差異 千円 千円
未認識過去勤務債務 △ 千円 △ 千円
連結貸借対照表計上額 △ 千円 △ 千円
前払年金費用 千円 千円
退職給付引当金 △ 千円 △ 千円

(3)退職給付費用に関する事項
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

勤務費用（注） 千円 千円
利息費用 千円 千円
期待運用収益 △ 千円 △ 千円
会計基準変更時差異の費用処理額 千円 千円
数理計算上の差異の費用処理額 千円 千円
過去勤務債務の費用処理額 △ 千円 △ 千円
退職給付費用 千円 千円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
割引率 2.0% 2.0%
期待運用収益率 1.0% 1.0%
過去勤務債務の額の処理年数 14年 14年
数理計算上の差異の処理年数 14年 14年

201,513

694,631

386,852

187,428

300,000

9,499
　－　 　－　

246,790
132,413

－
55,105

－

5,439,463
9,646,979

1,586,864
325,133

3,484,370

369,405

－－

939,606
297,064

3,564,974

28,069

－ －

500,947214,282

10,256,697

17,119

5,510,595
4,746,101

100,000
17,097

18,880

28,069

53,094

3,484,370

3,564,974

4,207,516

644,984

197,486

161,266
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９．税効果会計関係

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（前連結会計年度） （当連結会計年度）

繰延税金資産
退職給付引当金繰入超過額 千円 千円
役員等退職給与引当金 千円 千円
資本連結による評価差額 千円 千円
投資有価証券評価損 千円 千円
貸倒引当金超過額 千円 千円
連結における未実現利益の修正に伴う額 千円 千円
固定資産減価償却超過額 千円 千円
その他 千円 千円

繰延税金資産小計 千円 千円
評価性引当金 千円 千円

繰延税金資産合計 千円 千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 千円 千円
その他有価証券評価差額金 千円 千円

繰延税金負債合計 千円 千円

繰延税金資産の純額 千円 千円

上記金額は、千円未満の金額を切り捨てて表示しております。

△ 266,728

216,690
73,427

54,464
28,349

△ 1,097,524 △ 901,682

73,588 66,033

48,614

1,874,461

972,779

1,958,121
△ 111,455 △ 170,554

△ 257,099

860,597

2,069,577
417,010

28,649

422,877
49,193

2,045,015

△ 830,796 △ 644,582

73,427
171,813

1,190,0281,157,432

42,993

－ 19 －
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報 　（単位：千円）
期間

 

科目
１．売上高
 (1) 外部顧客に対する売上高
 (2) セグメント間の内部売上高
     又は振替高
計

  営業費用
営業利益
Ⅱ．資産、減価償却費、及び
    資本的支出
資      産
減価償却費
資本的支出

(注) 1.事業区分の方法は､連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。
     2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6億29百万円であり、
       その主なものは提出会社の経営企画部等管理部門に係る費用であります｡
     3.資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は10億67百万円であり､その主なものは親
       会社本社の管理部門等に係る資産であります｡
     4.各事業区分に関する主要な内容
         (1)建設事業        情報通信工事、土木工事
         (2)販売事業        ＯＡ機器の販売､情報通信工事用資材の販売､ソフトウェアの開発及
                            び販売に関する事業
         (3)その他の事業    不動産関連、警備、運送及びリースに関する事業

　（単位：千円）
期間

 

科目
１．売上高
 (1) 外部顧客に対する売上高
 (2) セグメント間の内部売上高
     又は振替高
計

  営業費用
営業利益
Ⅱ．資産、減価償却費、及び
    資本的支出
資      産
減価償却費
資本的支出

２．所在地別セグメント情報
当連結会計年度（平成18年1月1日～平成18年12月31日）及び
前連結会計年度（平成17年1月1日～平成17年12月31日）
在外連結子会社がないため、記載しておりません。

３．海外売上高
当連結会計年度（平成18年1月1日～平成18年12月31日）及び
前連結会計年度（平成17年1月1日～平成17年12月31日）
海外売上高がないため、記載しておりません。

34,658,099 5,274,092

47,104,180

2,216,816

1,139,913

88,870

30,957,158

建設事業

36,828620,291

355,130

539,034

611,324

連   結

203,557

-

41,166,659 - 41,166,659

全社

13,818 874,496

1,234,467

事業
その他の

584,642197,213

計

前連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日）

42,841,881

販売事業

26,682

消去又は

860,678

1,067,600

△ 90,138

20,035

36,375622,411

(4,282,969)4,282,969

1,464,583

(4,282,969)

1,158,805

821,757792,106583,060 17,628 191,417

1,053,983

2,823,416 2,430,849

33,604,116

45,449,628

35,024,612

35,966,807 5,570,801

9,908,588

-

942,195

- 4,262,933

△ 82,995 95,696

198,799

25,949,701

(3,615,392)

658,786

32,668,551

連   結

(4,352,437)

29,650

32,024,759

(3,723,264)

25,971,841

31,203,967

34,658,099 9,537,026 1,254,502

9,620,021

386,593 37,018

41,166,659

44,382,944 40,767,551

399,1071,066,684 (667,576)

(4,352,437)

消去又は

当連結会計年度（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

1,228,783

-

42,751,742

全社

42,751,742-

4,352,437

販売事業
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

4,337,787 14,650

42,751,7421,214,132

35,966,807

10,400,620

△ 492,031

事業
計その他の

46,565,146

2,768,501

32,298

建設事業

(629,173)

－ 20 －
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売上高、受注高及び受注残高の内訳

　（単位：千円）

　

（注）1.記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

      2.従来、情報通信工事に含めておりましたNTTサービス総合工事の受注高について、当連結

      　会計年度より年間受注額を計上する方法から売上高と同額に計上する方法に変更しており

　　　　ます。

　　　　なお、前連結会計年度は、変更後によったもので表示しております。

△ 146,469

4,272,291

△ 16,205

4,125,822

2,861,098

296,709

△ 20,334

4,402,198

2,877,303
建
設
事
業

8,545,722情報通信工事

合　　計

小　　計

土 木 工 事 586,034

9,131,756

そ の 他 の 事 業

合　　計

小　　計

建
設
事
業

情報通信工事

土 木 工 事

84.1%

81.3%

2.8%

金　額

1,308,708

1,564,159

296,709

3.0%

1,210,894 △ 255,451

2.9%

12.8% 5,570,801

1,214,132

13.0%

前連結会計年度

34,658,099

33,191,753 34,755,913

平成18年 1月 1日

金　　額

平成18年12月31日

構成比

事業の種類別

金　　額 構成比

至 平成17年12月31日

比 較 増 減自

当連結会計年度

受

注

高

販 売 事 業

至

5,274,092

100.0% 42,751,742

そ の 他 の 事 業 1,234,467

販 売 事 業

35,966,807

期間 自 平成17年 1月 1日

100.0%

△ 20,334

1,585,083

売

上

高

84.2%

80.6%

3.6%土 木 工 事

情報通信工事

1,466,346

建
設
事
業

小　　計

41,166,659

2.5%

82.6%

85.1%

37,705,376

1,122,530

38,827,906

81.1%

3.1%1,268,999

100.0%

34,702,083

33,433,084

84.2%

5,274,092

1,234,467

41,210,643

12.8%

3.0%

5,570,801 12.2%

1,214,132 2.7%

　　　　　－

合　　計 100.0% 11,992,855

　　　　　－

100.0%

　　　　　－

2,861,098

　　　　　－ 　　－

受

注

残

高

販 売 事 業 　　－

9,131,756

そ の 他 の 事 業 　　－

　　　　　－

6.4%

100.0%

93.6%

　　　　　－ 　　－

11,992,855

100.0%

569,829

95.3%

4.7%

100.0%

11,423,025

45,612,841

－ 21 －


